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北海道大学工学部研究報告

第92号（昭和54年）

BuEletin　of　the　Faculty　of　EngiReering，

　　Hokkaido　University，　No．　92　（1979）

鉄筋コンクリート部材の脆性破壊時の耐力推算式の検討

柴田拓二　荒井康幸
　　　　　　（昭和53年7月IOB受理）

Ultimate　Strength　Equations　of　Reinforeed　Conerete　INffembers

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aもBrit毛le］Fa蓋嚢ure

Takuji　Si－m3A’rA　Yasuy．　uki　ARAt

　　　　　（Received　JuEy　10，　1978）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract

　　　It　is　wideEy　recognized　that　the　designei’　must　ensure　the　ductility　for　reinforced　concrete

members　by　avoiding　brittle　failure　such　as　shear　and　bond－splitting，　particuiarly　in　the　earth－

quake　resistant　design　of　structures．　This　would　be　rea｝ized　on　the　premise　that　the　manners　to

assess　the　ultimate　strength　at　the　respective　modes　of　failure　were　properly　established．

　　　The　strength　equations　proposed　to　date　are　examined　quantitatively．　by　using　the　availabie

experimental　data　set　forth　by　several　investigators，　and　the　most　effective　equations　to　bunch

the　scatterings　of　the　data　to　the　valties　calculated　with　themselves　are　evaluated　with　dis－

tinction　of　the　loading　processes，　monotonic　and　cyclic，　in　the　respective　modes　of　failure．　New

strength　equations　are　also　proposed　for　the　initiai　shear－cracking　of　columns　with　monotonic

and　cyclic　Ioading，　respective工y，　and　for　the　bond－spli　tting　of　columns　with　cycl｛cally　repeated

loading．

1．緒 論

　　　鉄筋コンクリート部材の設計に当って，勢断破壊や付着割裂破壊などの脆性破壊の発生以前

に曲げ降伏破壊を先行させ，これによって靱性を確保することの必要性は，鉄筋コンフリーi・構

造の耐震設計．．．1二の基本理念として既に広く認識されている。このためには，それぞれの破壊類型

における耐力評価を適正に行なう方法が確立されていなければならない。梁，柱の曲げ降伏ijl’1・i’力

については，周知のように既に広範な実験によって検証され確立された理論がある。また，梁の

勇断耐力に関しては，！960年に提案された大野・荒川式が内外の実験結果に対して優れた遷合性

をもつことが知られており，これについては抵抗機構論による理論的裏付けを既に行なったが，1）

正負繰返加力時の耐力については論議の余地がある。一方，柱の勢門耐力に関しては，玉．972年に

曇｝窪研究室が提案した終局耐力推算式2｝の他に，広沢の亀裂耐力式，終局耐力式があり，3）また

AC　I　Code一．1971に規定されている設計式もあるが，それらの相亙比較による…1．．．’分な検討は行なわ

れていない。異形筋を主筋として用いる場．合に生ずる拶：；要れのある付着割裂破壌についても耐力評

纐に有効な実用式として確立されたものは来だ見幽らない。

　　　本論では，当研究室のものを含む諸家の実験資料を用いて既徳／三の諸式に検討を加え，現段階

における実用式として妥虫なものを．求めようとするものである。
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2．勢断耐力の推算式

2．1　現行学会規準の占断設計規定の問題点

梁鵬欝験鰹繧灘露ゑ禁

断破壊実験を行なった結果を取纏めたものである。5｝

　　　　　　単純梁
一〇Soime

　　トa－1

図一1　大野式加力法

　　　　　　　　　　　　Qc
勇断初亀裂応力度：伽驚＝

終局勢断強度

　　　　ろグ

・繭一 ]一

＝rmQ，：LZkkg〈Egu±5QQ）

　　　afd十　3．4

　0．23kukp（Fc十180
aid十〇．23

　　　τ＝勇断応力度

　　　Q＝勢断力

　　　b＝六趣

　　　ブ＝（7／8）d＝断面内の応力中心距離

　　　d＝・梁の有効成

　　　k、，島＝梁成による補正係数

これらの式は，

＋　2．　7vplJm：gsg

砺＝軸筋比による補正係数

Fc＝コンクリート強度

a＝梁の勇断スパン　　（図一1）

Pw＝細断辛甫iMl角至上ヒ

。σ“ユ虫魚補強筋の降伏点

（1）

（2）

　　　　　　　　　上記の大野式加力による実験結果に対して概ね±20％の精度で適合するのみ

ではなく，同じ頃ll｝lnois大で行なわれた集中荷重を受ける連続梁の実験結果にも良い適合を示し

た。その後，1962年までの問に大野式加力法以外の各種の支持条件，荷重分布の梁に関する実験

を行ない，（2）式はa／dを2M／Qdと置換えることによってそれらの諸条件の梁の実験結果の下限

を大凡包絡するものであることを明らかにしている。6）

　　建築学会の総断設計規定は1971年に改定されたもので，形は許容応力度方式を採用している

が，内容的には（1），（2）式に対する実験値のばらつきの下限を不合格率5％として設定した終局強

度型の設計式を採用している。同規定で設計式に対応させて規定されている設計用勢断力の設定

内容には必ずしも曲げ降伏破壊先行を志向していないものを含んでいる点に理念の曖1昧さがあ

り，また繰返加力の影響，柱の勢断耐力などに関しては規準改定当時には十分な資料の蓄積がな

かったための巳むを得ぬ未熟があるが，それらとは別に設計式を大野・荒Bl式から導く過程で以

下に述べる2点について誤った取扱いがなされているので是正されなければならない。

　　i）現行規準式は図一2（学会規準解説図16．2）のように内外の多数の実験結果を（2）式の右辺

　　　　第1項と対比し，資料の不合格率5％の下限値として得られたτ。，min式（規準i6．2式）

　　　　に基づいて誘導されたものであるが，（2）式は上述のように火野式加力，連続梁集中荷重

　　　　形式またはラーメン型試験体の梁，柱（以下これらを全て含めてin－frame型と1呼ぶ）以

　　　　外の支持条件，荷重条件の実験値については，概ね下限値に対応するものである。従っ

　　　　て，それらの加力方式による勢断耐力を（2）式で評価すること自体は安全側の推定である

　　　　が，ラーメン部材を対象とする設計式の設定に当って，元来安全側にある異なった条件

　　　　の資料を多数混用し水増しされた母数に対する不合格率を設定しているため，ラーメン

　　　　部材即ちin－frame型の資料のみについて言えば，設定された不合格率は危険側にずれて
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図幅2　・梁の勇断破壊耐力実験儀と（2＞式訓雫算値グ）比較（学会RC規準　図！6．2）

2．

2．

の終腸勇断1側ツ．コ　　（2）式を求

める際にイ．了なわれた大野式加

力梁の実験資料5）の「’1：111，．勇断

補頻1筋のある梁の実験資料は

70箇で，これと（2＞式i言．．1．’．宴栖値と

の比の度数分布を求めると図

一． Rを得る、，平均｛直O，955、

準編膿0．085，．変動係数8．9％

である。表一達、はこの資料の実

験範囲で涛）る。図一3のi耐力比

の分布を正規分布と兇なして

不合格埠ミ5％に対応する1耐’ブ」

比を求めるとO．8］．．6である。

　　いることになる。

ii）朋．1二記のτ。一伽，、、，℃は，図一2の縦軸に示されているように，各実験値から（2）式の勢断補強項

　　　（右辺第2項）をそのまま減じたもので，これによって整理された下限式として
　　　　　　　　　　　　　　Tu一一　m　in＝O．8　Tu（p．，　．，，〉　十　2．7v7」’111）’：’TEiloyua”　（　3　）

　　が与えられているが，これでは実験偵のばらつきを全てコンクリート項のみに雛寄せし，

　　勇断補強筋鋸l！！項には変動がないものとして扱っていることになる。その結果，（3）式は

　　コンクリーートの魚組能力を過／」・評蔵し，勢断補強筋の縮1強効果を過大に評価している。

2　梁の勢子耐力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大野式加力梁ρ、。＞0

2．1単謝i：：1力ll鼠捕　　　X－1凹型融1力）　25
Fc

bxD
MIQd
／）ui

pt

kg／cm2

　Cm2

tAt

o％

150－355

8×16一一18×36

0．4s一一4，0

0一一2．25

0．5一一4．8

20

15

表一2　．梁（正負繰返加：カ）
IO

Fc　kg　／c　m2

bXD　cm2
M／Qd

加　　　　％

p，　St）6

120　一一　300

20×35一一20×40

1　n一　1，．5

0，3n－O．6

0．　78　一一　1．　87

，r

j

1図
ノ．ノ．～瓢0，955

ﾐ＝0．085

O．6　O．8 1．e　1，2
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函一3　梁実験値と（2）の比

　　　　（．単調力li力時）
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これより（2）式に対する低減係数を0．8として設計式を設定するならば，（3）式に代えて次式を採用

するべきである。

　　　　　　　　　O．092kukp（Fc十180
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十2．2VPw・．oyOAτび伽，z＝0．80A　Tu＝
　　　　　　　　　　　M／Qd＋O．12

（4）

　　図一1で資料数が最も多い単純梁集中荷重時の終局勇断耐力に

ついては，著者らの勇断抵抗理論から次式が得られている。1）

・ru－0・2蝟ｳ80）＋1・4阪 （5）

　　単純梁の実験結果は（5）式に対し概ね±20％の範囲内に収まって

いる。

2．2．2　正負繰返加力時の梁の終局勇断耐力　　当研究室では，

！973年以降，2基連動の電気油圧式アクチュエータを試験器の変形

で制御して大野式加力による部材の動的正負繰返加力実験を行な

い，

10

5

o

　　　　大野式加力梁
n＝29
M＝＝O．94　Piv＞O
a＝＝o．090

！　＝＝O．096
”？

　　O．7　O．8　O．9　1．0　1．i

　　　　　testQu／oA　Qu

図一4　梁実験値と（2）式の比

　　　（蕉負繰返加力時）

　　多数圃（最大酎力時まで概ね100～300回）の正負繰返曲げ勇断を受ける場合の破壊性状を検

討してきた。7）一一11）これまでに，勇断破壊によって最大耐力に至った梁が29箇あり，その耐力値と

（2）式計算値の比の度数分布は図一4のようになっている。実験資料の諸要因の範囲は表一2に示す

通りである。資料数が少ないので必ずしも明快ではないが，i耐力比の平均値はO．940，変動係数は

9，6％で，閣一2の単調加力時の0，955および8，9％に比べ平均値が若干低く，変動係数もやや大き

いが，正負繰返加力が耐力値に及ぼす影響は梁については顕著なものではないと言える。不合格

率5％に対応する耐力比はO．79で，設計式としては単調加力時と同様に（4）式を準用することが許

されよう。

2．3　柱の勢断耐力

2．3．1　実験資料　　我国で行なわれた曲げと勢断を受ける鉄筋コンクリート柱に関する実

験で取扱われた試験画数は1961年以降のみでもおそらく！，000箇に近い数に達しているものと

思われる。その中のかなりのものは曲げ降伏後の挙動を対象としており＊1，勇断耐力の検討を目的

として行なわれた実験の中にも曲げ降伏を伴うものが多く含まれている。本論では，資料を純化

するために以下の各項に該当する資料は検討対象から取除いて考える。

　　i）荷重・変形曲線，曲げ降伏耐力理論値との対比などから，勢断破壊以前に曲げ降伏を生

　　　　じた疑いのあるもの。

　　ii）勢断耐力を推算するために必要な要因について数値の明示がないもの。

　　iii）終局不可未満の荷重を上限値として行なわれた定荷重繰返加力実験。

　　iv）帯板フープなどの特殊な勇断補強を施したもの，および柱中央部の判断補強を低減して

　　　　いるもの。

　　二一ヒの選別規準によって，表一3に示す諸家の実験資料を採り上げて検討対象とする。これら

の資料の諸要因の範囲は表一4に示す通りである。

2．3．2　牲の勇断初亀裂Ef［jij一力

（1）既往の提案式の検討

＊）例えば，建設省総合プロジェクトにおける柱の組織的研究の資料32）260箇の「＝1－i，曲げ降伏以前に

勢断破壊を生じたものは3箇である。
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　　　　　　表一3　　右主の実験資料

19

加力．方式 試験イ本形状 箇　数 実　　験　　名曜〈箇　　…数〉

大　　野　　式 106

OLn臼ヨイ也B』14＞　〈28＞　○ブ＜鱗孟イ佳し22｝　＜23＞

寃窒ｭ里チf也17’24）　〈50＞　○孝弩珪IIf也18）　〈2＞

對~｛寸イ邑蓋9）　　〈1　〉　O　pt－i　ti」イ也20）　〈2＞

若　　林　　式 30 ○若林他2’｝〈30＞

単　純　梁　型 39

Ol也日］ft虹｝2）　　＜15＞　Ol⊥…［1ヨ歪也M）　〈1　＞

尓垂kl＝1他L5）　〈12＞　○遠藤16）　　〈2＞

nSiess他2η　〈9＞

ラ　一　メ　ン　型 □□
9 ○大野池23｝　〈9＞

ニーフレーム型 31 OViest他25・26）〈31＞

門型ラーメン型 18 OSiess他27）〈18＞

i）梁に関する大野・荒川式5）

　　・AQc－0・1轟舜携0）bd　　　　　　　　　　（6）＊）

　　この式は（1）式と岡一である。これに対する実験資料の不合格率5％の下限値が現行学会

　　計算規蟻の長期許容耐力の根拠となっており，唇三にも適用されている。

ii）広沢式28｝
轍蜘・HQ…　1・・38VF・・bD（　　　　　ao1十一　　1．8　r’　M，）o’ses（

・曲a醐・力〃Qc・一α971諦・（1十一rmgL．　　1．8　7’　M）o’41’（

　　ここに，　　　　　　　　γノ＝コンクリート種別による補正係数

iii）　ACI・Code式

精算式・・Qc1《・．・・4厄＋176カ・綴）bd

　　ここに、　　　　　　　　　　　M7tt＝：ノ辺「一！＞（41）一d）／8

　　［ats．／／，，Slxk　．．Q．，＝O．53（1十〇．　OO712Ar／bD）M，　bd

QD
M
QD

il’：i：，2：i

（7）

（8）

（9）

　　表一3の資料中で勇断初亀裂耐力の明示があるものは146箇である。勢断初亀裂の認定は研究

者によって異なることが考えられるが，ここでは実験者の提示に従う。

　　先ず，実験値と（6）式による計算値の比をとり，これと軸力σ。＝N／bD（ノV：軸方向荷重）と対

比すると図一5のようになり，軸力が大きくなる程，初亀裂耐力が増火する傾向が明らかに見られ

る。従って，（6）式をそのまま初亀裂耐力推算式として使用することは妥当ではない。実験値の中，

米国における等分布荷重…ドの門型ラーメン形式の実験資料18箇は，同豊中に見られるように他の

＊〉後述（p．22）の理由により（1）式を（6）式の形に書き変えた。
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表一4　　柱の実験範囲
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bxD
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PiV

pt

7V／bD

kgfcm2

　Cm2

　t％

　％
kg／cm2

100　一一　500

10×15一一31×42

1．0一一　10．O

O　一一　1．　49

0．5－5．01

0　一・　233

i5

10

5

o

加≧0 n螺128
m＝0．92
σ＝0、227

σ／m＝G．247

一

。｝　as

（．

di

t

　2．0

1．O

15

O．6　O．8　1．0　1．2　1，4　1．6　1．8　2．O

　　　　　　　　　　　testQchQc
　　　　（a）広沢式　（7）

，r’k

；’　’tt

　1

　し

」；　，：

　　　　　単調加力　繰返力目力
in－frame　hliプ」　　○　　◇　　　　⑧　　紐

単純梁型加力　　◇　　▽　　　▲

　、　　　　　　　　　　　　　　　　言
　、
　、

　tl　　門型ラーメン形式　　　　＆　　　　。
　，・ns一一　　　　　　　　　。／／
　ロ　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お　　　　ノ　ロ

、ノ．∵．∴　1・蝿／導

1斎・1．　・．．／　」．／
1・　1。　　　認　　壁／／　　　　　　　　　　　　　／；　”・　　　　　　　o　／　　4　　　，／‘
ヨ　ぬ　　メ　　　　　　　　　　　　　　ノ

ζ・§・／㌘／ζ・93備

！　　　　　　　　　▲

io

lco　1　ao　（Kg／cm2）

5

o

加≧0 n＝i．28

m＝1ユ3
σ＝0．274

σ／m；0．242

0．6 0．8 1．0 1．2 1．4　　　1、6　　　1．8　　　2．0　　2．2

（b＞ACI式（8＞　…Q・／・・1Q・

図一6　既往の初亀裂計算式の耐力比分布

蜜　　5。

e

v

15
ク砂≧0 n＝128

m徽1．00

10 単調 σ＝0，／70

σ／m＝0．！70

繰返
5

z
！，

二！

0
0．6 0．8 ！．0 ／．2　ユ．4　L6

test　Qc／p　Oc

　　　　図一5　柱の初亀裂1耐力と軸力　　　　　　　　　　　　　図一“　7　（10）式の耐力比分布

資料と著しく異なった傾向を示しており，同一範疇で論ずることは適当でないと考えられるので，

以下の検討は残余の｝28箇の資料について行なう。

　　図一6（a）は，広沢式計算値に対する実験値の比の度数分布を示したものである。計算値に対し

て，±20％以内に入る資料数は全数の59．4％であり，不合格率5％の限界耐力比はO．55となって

いて，推算式としては未だ物足りない。

　　図一6（b）は，ACI精算式（8）による計算値に瞬する実験値の比の分布を示す。変動係数が僅か

乍ら（7）式よりも小さいが，計算値±20％以内の資料数は50．0％で，適合性良好とは言い難い。

ACI略算式（9）は，実験値と計算値の比の平均値がL89，変動係数が28，8％となって極めて適合

性が悪いロ

（2）新しい：馴断初亀裂！耐力式の提案　　図一5から，軸力の影響をσ。に関する…次式に設定して，

次式が得られる。

　　　p（？c＝＝（　1十　ao／150）oA　（？c　（10）
　　．．ヒ記の128箇の実験資料と（le）式計算値との比の度数分布を図一7に示す。1酎力比の平均値±

20％以内の資料数は83．6％，変動係数17，0％，不合格：率5％に対応する耐力比は0，72となって

おり，（7），（8）式に比べ優れた適合性が認められる。実験楠と（6）式計算値との差についても軸力と

の強い相関が認められるので適合式を求めたが，⑩式より良い結果は得られなかった。
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　　二一5，7には，単調加力時と正負繰返加力時とを区別して記入してあるが，点者の分布域は

明らかに異なっている。単調加力時の資料93箇について（10）式計算値との比をとると，平均値

1．039，変動係数15．8％で，上述の全資料を対象とした場合よりも変動係数が若干小さく，計算値±

20％以内の資料数は83，9％である。

　　図一5によって，改めて正負繰返加力時のみの勇断初亀裂

耐力の適合式を求め，次式を得た。

　　pQc－repeat＝（O．93十ao／　200）　oA　Qc　（11）

加≧0 n　：35

m：＝1．03

σ＝Oユ56

σ／m＝0．15

0．6　0，8 ．O　l．2　1．4

Lest　Qc／pQc－H

図一8　（ll）式の耐力比分布

この場合の実験値と計算値の比の度数分布は図一8のようになり，計算値土20％以内の資料数は

80．0％である。

2．3．3　柱の終局勢断耐力

（！）既往の提案式の検討
i）

ii）

iii）

当研究蜜の1972年提案式1）　pQ。　＝＝（0．9÷σ。／250）o河Qu

広沢式3》　　　　　　　　　〃Q召＝o擁Q召十〇．1σ。bグ

ACI　Code式　　　　　ACiQu＝ACfQc÷Pw・say　bd
（ユ2）式中のOAQ。は梁の終局耐力に関する前掲の（2）式および（5）式による1直で、

　　・n－f・am・蜘・漁一｛0・脇維8赫80）＋・…瓜司δ4

轍蜘・融十2箒1緋1圭180）＋1．・諏ガ｝bd

である。（！3）式も（15）式を前提とするもので，

提案者は（16）式の使用を予定していないが，

これを用いる方が収束が良いので本論では

（13）式にも⑯式を遷平する。

　　（12）式を求めた際の検討によれば，大凡

σ。≦！50kg／cm2の範獺では軸力の増加に

伴って柱の終局1夢亨断磁力が増大するが，軸

力がこれを超えて著しく大きい場合には勇

断耐力が低下する傾向を示す。表一3の実験

資料中にσ。＝233kg／cm2のものが2箇年る

のでこれを除き，231箇の資料について以

下の検討を行なう。

　　実験値と（12），（工3）式計算値との比の度数

分布をmu一　9（a），（b）に示す。母式の全資料

231箇に対する対応は，変動係数について

見れば殆んど差がなく，僅かながら（i2）式に

よる方がばらつきが小さいが，計算イ直に対’

35

30

25

20

15

10

5

0

35

30

25

20

15

10

5

0

（12）

（13）

（14）

（15）＊）

（16）＊）

加≧0

単調　　n篇231
m欝0、99圭．

σ幕。．三9荏

z

σ／mエO．196

繰返

，ノ z
Z

’ 劣

O．4　O．6　O．8　1．0　1．2　1．4　1．6

　　（a）当研究室1972年式　（12）

i．8 2．0　2．2　2．4

test　QufpQui

加≧0

n＝231

！n罵0．963

σ謙0．191

σ／m識0．199

z

z z
z
z 乙

O．4　O．6　O．8　1．0　1．2　i．4　1，6　／．8　2．0　2．2　2．4

　　（b）　1去7J・Cエic　　（王3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　しeSt　Qu／〃（；｝u

　　図一9　既往の終局耐力式の耐力比分布

＊）後述（p．22）の理II三iにより（2）式，（5＞式を（15）式，（16）式の形に書き変えた。
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一　σ／m諜0． 14G ．網主
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拷
勇
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　（b）広沢式　（13）

in．frame季主　 （Pw＞0）

15

！0

5

o

n・幕下5

ρ、“＞0
m；1．14

σ一一〇．292

σ／m＝0．25

写

z
そ

孝
．！ z
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（c）ACI規．準式　a4）

の各式との耐力比分布

8

する偏差が±20％の範［チki内に入る資料の比率では，（i2）式が83，5％であるのに対して，（13）式では73、

6％である。図中の斜線部は正負繰返力rl力時の資料48箇の分布を示しているが，（12）式については

平均値0．97，変動係数14．7％，（13）式では平均値0．93，変動係数17．0％で，計算値±20％内の資

料・数は（12）式87．5％，（！3）式70，8％となっている。

　　実験条件を実際構造：物の柱に近いin－frame型で勢断補強筋をもつものに限定すると，資料

数はl15箇に縮小するが資料内容は純化される。これらの資料と（12），（13），（14）の手馴による計算値

との比の度数分布は，それぞれ図一10（a），（b），（c）のようになる。3つの式の中でやはり（i2）式が最も

良い適合を示しており，ACI　Code式は他の2式に比べ劣っている。計算値に対して±20％以内に

入る資料数は（12）式94．8％，（13）式82．6％，（14）式38．3％である。

　　図中の斜線部は正負繰返加力時の資料で，資料数が僅か15箇であるので今後の補強を必要と

するが，実験値と計算値との比の平均値は（i2）式0．90，（i3＞式0．83，（14）式0．77で，最も偏差の／」・さ

いG2）式において繰返加力時の耐力は単調加力時に比べ概ね10％の耐力滅となることを予想しな

ければならない。計算値の±20％以内に入る資料数は（12）式iOO％，（13）式60％，（！4）式13％で，各式

間の差が大きい。

（2）柱の終周勇断耐力式改善の試み　　上記のように，既往の諸式の中では，当研究室提案の（12）

式が実験資料に対して適合性が最：も良い結果を得たが，従来のこの式の取扱いは（2）式の形を踏襲

してQ・　＝＝　f（σ・）○。Aτ・’房　とし，ブ＝（7／8）dとしてきたものである。言うまでもなくこれは梁の

曲げ常用式の応力中心距離の想定に従ったもので便宜的な取扱いに過ぎない。本来，応力中心距

離は中立軸位置と圧縮域のコンクリートの応力度分布によって定まるもので，梁においても亀裂

状況，曲げモーメント係数値などの応力レベルによって変化し，（7／8）dに固定して敢扱うことに

は実数値としての意味はない。それでも，梁の場合には応力中心距

離の変動幅が小さいので固定的に取扱ってもその影響は大きくない　　25

が，棺三の場合には応力中心距離は軸力によって大きく変化するので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20
プの値を關定的に取扱うことは不合理である。従ってグを（7／8）dと

することは全く無意味であって，グに代えてdを用いる方が実用式

としてはむしろ明快である。上記の（6），（15），（i6）式はこのように置き

換えたものである。

　　ここで，f（σ。）－（A＋Bσ・F・a）　として，前出の勇断補強をイ∫す

るin－frame型加力の実験資料115箇と対比して検討した結果，次

式を得た。

　　　pQu－RL・’　v＝：（O．915十　OoA5．3／IZ5」一）oA　Qu　（17）

15

10

5

o

n嵩l15
ρ，。＞0

m；1．00
σ＝0、122

σ／m講0，122

単調

繰返

0．6　0．8 1．0 1．2　1．4

図一11　（17）式の耐力比分布
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　　実験値と（17）式による計算値との比の度数分布を一一／！に示す。変動係数が12，2％となって（i2）

式に比べ若干の改善が認められるが，計算値±20％の範i網内の資料数は全数の94．8％で，これは

（i2）式と変らない。斜線部は正負繰返加力時の資料の分布で，平均値0．89，±20％以内に全資料が

あることは（i2＞式と問様であるが，その分布状態はむしろ（12）式の方が好ましい，、結尉，．ヒ記の試み

によって得られた（17＞式はi著干の改善も認められるが，実用式としてはより簡明な（12）式の方が妥当

である。

2．4　勢断耐力推算の実用式の低減係数と不合格率

　　以．L，本章では現在までの主要な実験資料によって，通常のラーメン構造の梁，柱の勇断醗

力の推算に有効な実用式の検討を行ない，梁の終局耐’力式として単調加力時，繰返舶力時ともに

（15）式，柱については，初亀裂耐力式として単調加力時（10）式，繰返力ll力時（lD式，終局耐力式として

単調加力ll寺（12）式，繰返加力時には資料数が少ないので暫定的に（12）式×0．9が，それぞれ平均耐力推

算の実用式として妥幽であることを示した。

　　これらの平均耐’プ」式に対して，設計式としての低減係数を設定する際に想定すべき不合格率

は全設計体系の中で整合性をもって考えられなければならないが，現行学会規準の勇断設計規定

の考え方に倣って実験資料の不合格率5％をE－1・安とし，資料の分布をllE規分布と見なして平均耐

力比107，標準編差σから低減係数をR・　m－1．64σにって求めると，上記の各式それぞれに表一5に

潰す値となる。これらの数｛直を丸めて逆に低滅係数を0．75，0．77，0．80に設定した場合の不合格

率を岡表に併記した。ただし資料数の少ない繰返加力時については，憂に，資料の蓄積を待って

検討を重ねる必要があろう。

　　　　　　　　　　　　　　表一5　　各式の｛氏減係．数と不合格主率

式（ptlO，）カ1iカ
数η

資

率均｛i自1

@，π

料標準偏差

@　　σ

不合格率
T％の抵

ｸ係数
0．75

紙 　　減

O．77

s合格率

係0．80　％ 数

0．85

初亀裂（6）離調 143 1．0び 0．099＊ 0，838 0．6 1．3 2．2 6．6

梁 終　局（15）単調

@　　　　（15）繰返

70

Q9

0，955

O，940

0，085

O，090

0，816

O，792

0．8

P．7

1．5

Q．9

3．4

U．1

10．7

P5．9

初亀裂（10）単調

@　　　　（11＞繰返

93

R5

1，039

P，028

0，158

O，156

0，780

O，772

3．4

R．8

4．5

S．9

6．6

V2

11．5

P2．7

柱
終　局（12）単調

@　　　　（12）繰返

100

P5

1，018

O，902

0，126

O，083

0，811

ｿ766

1．7

R．4

2．4

T．6

4．2

P0．9

9．9

Q6．5

＊文献　3）より

3．付着割裂耐力の推算式

3．1　既往の研究

　　異形筋を主筋として用いた柱に発生する可能性がある主筋ギ合いのイ寸矯割裂破壊は，吻断破壊

と同様の脆性破壊であって忌避すべきものであるが，従来の付蒲設計概念では律することができ

ないものとして注目されている，，特に，建設省総合技術開発プmジェクト「新耐震設計1去の開発」

に関連して実施された正負繰返水平力を受ける柚に関する一連の実験において，付矯割裂破壊の

多数の資料が得られ，この破壊型式の重要性が広く認識されるようになった。

　　梁の主筋の重ね継手に生ずる付藩割裂破壊については，既にFerguson29）による独創的な研究

があり，これを継承したOrangun，　Jirsa，　Breen30）（以下O，　J．　B．と略記する）らによる実用式の
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提案がある。全長にわたり通し配筋を施した部材における付着割裂破壊については，広沢が上記

の総合プロジェクトによる実験結果から求めた圓帰式28）があり，75｛lt｝t，．iの実験資料に対して平均耐

力比1．007，標準偏差0，104と極めて良好な適合性が報告されているが，構成が繁雑に過ぎて実

用に供するには難がある。他に，武田・吉岡による破壊形の判別式31）の提案があるが，その耐力

推算式としての利用については検討を要する。

3．2　実験資料
　　建設省総合プロジェクトによる正負繰返水平力を　　　　表一6　柱（総プロ’付構1多芝）

受ける鉄筋コンクリート柱の実験結果32）を検討資料

とする。全資料は21シリーズ260箇に及んでいるが，

通常のフープ．を有するもので，袖壁付柱，丸鋼使用柱，

中央窄鄭帯筋低11・1晃柱を除く資料1数は176箇で，さらにこ

の中，付着割裂破壊と三三されているものは，主筋の

曲げ降伏以前に破壊したもの25箇，主筋降伏後に付着

割裂破壊を生じたもの42箇，合計67箇である。ただ

Fc

bXD
ho／D

Pw

p，

N／bD

kg／cm2

　Cm2

　％
　Yt60

kg／cm2

120　一一　450

25×25一一50×50

2．o一一6．o

O．　25　一一　2．　35

0．　57　一一　1．　38

0　一一　70

し，引張軸力を受けるものは除いている。資料の諸要因の範囲を表一6に示す。

3．3　既往の諸式の適合性

3．3．1　武rH・吉岡の判別式31）　武田・古岡はFergusonの付着割裂破壊概念に従い，主筋

が材端で降伏していることを前提として，柱の通し配筋の有効付着長を反曲点から材’端ヒンヂ域

までの長さ（a－／，）に想定し，主筋引張力とコンクリーートの付着割裂抵抗との対比から付．着割裂破

壊条件として次式を誘導している。

ここに、

ip（a－lh）

filL　g！｝6y，一x一一〇．6M，一2f

ψ霊主筋周長

φ＝主筋径

Y＝　b－n¢　：　（　b／n　＄2s／i｝”’dt　），

　＝2（　2Vl｝一d，　一　¢）　：　（　b／n　〈2V2　d，　），

　　　　　　　　　　　　　　　le

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
n¢

／，　＝（O．5M／Q∠））4＝刺【端ヒンヂ長，ただし，1．5≦M／QZ）≦3．O

a＝M／Q翼材端から難曲点までの距離

　　（18）式の破壊類型に対する判別式としての

有効性は提案者によって示されているが，こ

こでは剛’力推算式としての機能を土記資料に

よって検討する。三一12は，曲げ降伏後に付着

割裂破壊を生じた39箇（1．5≦M／QD≦3）の

資料についての実験値と（18）式計算値との比の

度数分布である。耐力比は平均値1，30に対し

広く散布し，耐力推算式としては有効でない

5／

o

nx主筋本数（コーナー割裂では2）

d，＝主筋の被り厚（主筋中心まで）

n・謂39

nユ＝1．30

σ二〇．296

－4．，一…　＝＝o．z27

m

O．7　O，8　O．｛J　1．O　i．1　1．2　1，IS　1．1　1．5　1．6　1，7　1，S　1．9　2．0　2．1　Z2

　　　　　轟㌦／・・64π轟

　　　図一12　式（18）の耐力比分布

ことが判る。また，耐力比1．0末満の資料数が全数の18％あり，下限式としても不十分である。

3・3・2　0・J・B・式30）　○・JBは1977年に，梁の主筋重ね継手の付着割裂に関して，広範

な実験資料に基づき次式を提案した。この式には勇断補強筋の二一｛効果が導入されている点に特

色がある．

一・一
ｬ一（蜘8X＋，・R＋1霧ぎ論疹 （lcj）
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ここに，

ただし，

c二主筋1本当りの正味コンクリート幅の半分と被り厚の小さい方

φ＝主筋径，　　∠8罵主筋の重ね継手の長さ，　κ常勇断補強筋のl／lil・“slraf“

‘勉調ウ到断補強筋の【粒1面積合計，　　8σy螺勇断補強筋のi降伏点

aw’・σy／13enxφ＞0．8の場合には砺・sσ）・／130照φ＝0，8とする。

　　この式によって，主筋の引張応力に対する頚
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ioね継台長さについての平均付蒲応力度の限界値が

与えられるが，○．J．B。はこの式を主筋の伝達．長さ

（development　length）の算定にも適用できるも　　5

のとしている。

　　通し配筋をもつ替の引9⊥覇の伝達長さはt現　o

象的には材端から曲げモーメント分布の反llll点を

越えて肩三密域に入り柱内法全高に及ぶことも可能

で，（19）式をこれに準川しょうとする場合に伝達長

さを酎力の観点のみから限定的に取扱うこ

n詳39
m瓢1．1．8

a＝＝O，225

a／m＝［O．191

［kdi
O．7　e，S　O．9　1．g　1，1　：．2　1，3　1．4　1．5　1，6　1．7　1．S　1．9

　　　　轟ll噺／・画

　図一13　0．」．B．式（19）の耐力比分布

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とは困難である。ただし，本実験資料のように，多数

圃の正負繰返加力を受ける駐の場合には，引張筋の付着弛緩が両材端からほぼ均等に進行するも

のとすれば，材端から浦曲点までの．長さを有効長さと考えることができよう。材端における鉄筋

の引張応力が明確であることが必要であるから，山げ降伏後に右1‘藩割裂破壊を生じている39箇の

資料（前節とF君一うを対象に，伝達長さを前節同様（a一　／h）に仮定して（19）式の／sに代入し，実験値

と（ig）式計算値との比の度数分布を求めると図ヨ3のようになる，，ばらつきはかなり大きいが，（18）式

の」湯合よりも良い結果が得られた。，

3．4　正負繰返加力を受ける柱の付着割裂耐力推算式

3．4．1　推算式の構成　　（18），（19）式はともにcriticai　section　lこおける1，i：三筋の応力が明らかな

場合（降伏応力）を対象として，これに対して有効な付着長についての平均付着応力度の形で付

着割裂醗力限界fl葭を検証する方法によっている，、これは部材の曲げモーメント分布が直線分布の

場合には，材端から反曲点までの長さを有効伝達長さとすれば，J：里念的には従来からの付着応力

度算定式

　　　Ta　：：：　（？a／¢，i　（20）
によって求められるものとi司一一．一である，、間題は1タ亨断耐力の揚合と同様に，応力中心距離ノの値を実

数顛：として明確に叡扱うことが困難iな点にある，，付着糖1裂破壌の場合には，鉄筋の；有効付着土乏全

長にかかわるので勇断破壊時よりも条件は…一層複稚である。従来のように（20）式においてブ＝（7／8）d

に固定して求める付培応力度は実数値としての意義がまことに薄く，特に柱においては甚しい／t

この意味で，材端における鉄筋の弱張応力に基づく（18），（19）式の考え．方が実際の現象に対してより

合理的な対応であるとされたものである。実験結果を取級う1；砦細こ，鉄筋が降伏応力に3蛮している

ものを対象とすれば，この考え方をより明快に適用で’きる訳である，，しかし，主筋の降伏以前1こ

生ずる付済割裂破壊をも含めて検討を行なうためには，鉄筋の応力を直接1i文扱わぬ方が便利であ

る，，本論では（20＞式に代えてQ。。躍Gτααψ4とし，Gを軸力σ。，応力勾配ルカα）の爵数として，これ

らが本来τauおよびプに与えるであろう影響超吸収する．ノ∫法を試みる．、

3．4．2．　O．J．B．式の修正　　○．J、B．式は重ね継f・に関する実験結果に対し良い適合性を

示しているが，逓し配筋柱の付着割裂破壊に才5ける野断補強筋の狗擁｛が重ね継手の揚・合とi司…一で

あるとは限らない。本論の曲げ降｛ノこ後割裂破壊の’ノミ験資料とO．J．B、」・℃のコンクリート負担項との

差をとl／，aw’、の／〃κφと対’比してみると図一14のようになる／t〃。，・εσy／77κφ＞400の資＊十は勇
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　図一14　勢断補強筋の拘束効果

○曲げ降1騨∫f寸着害i駿破壊O

⑭曲げ降伏後イ寸暇警lil裂破壊

⑧

⑫

⑧ o

⑳⑧　　1鋤
o

Q
⑧⑭ O

10し｝ 200 300 40

Jr

o

n　＝＝　39　10

”2コ1．

σ＝0．

互二〇．

ηz 5

e．S　O，t3　1．e　1．1　1．2　1．3
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図一15㈱式の耐力比分布

　　　（曲げ降伏後）

〃；60

Vz＝1．00

ﾐ＝0．12

O，7　O．8　O，9 1．0　1．1　1．2　1．3　1．4

test　Qau／p　Qa　tt

図一16　⑳式の耐力比分布（全資料）

断補強として通常の1！iでは非現実的なほど過大であり，他の資料と異なった傾向を示すので当該

資料3簡を同心から除外してある。翁忌より勢断補強筋の拘束効果としてaw’sの／1擁κφが得ら

れるので，（19）式を次式のように修正する。ここで，Qφ／Mは付着長と鉄筋径の効果に対応する。

　　pT．．：：＝　（o．3　＋　o．sX　＋　i3S　¢）y／［75｝一＋　eetWhS　aY　（20

原式では勢断補強筋項にも研が乗ぜられているが，この場合には乗ぜぬ方が良い結果を得た。

3．4．3　軸力，応力勾配の影響　　前述のように軸力σ。，応力勾配ル〃αフの影響を検討し，

補正係数式として次式を得た。A4／　（？1）による補正は亀裂形状の相違の影響を考えている。

　　　G　：＝　O．　95十〇．　eO180．　一〇．　066M／　QD

3．4．4　新しい付着割裂酎力式の提案

ける柱の付着割裂耐力推算式として
　　　p　（？　au＝　G’pTa　u’　di’d

ただし，　　aw’sc「y／n．x’φ＜400

を得た．t

　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）

以上の⑳，（22）式を総合して，」／三負繰返水平力を受

（23）

　　　　⑳式では（18＞式のようなヒンヂ域の長さを考慮していないことになるが，こ・では塑性ヒ

ンヂがレ分に発達していない段階での付着破壊を避けることを目的としていることに対応する。

　　曲げ降伏後に付着割裂破壊を生じた実験資料39箇（aw・sの／nxφ＞400の3箇を除く）と

（23＞式計算値との比の度数分布を図一／5に示す。平均値1．01，変動係数10．4％である。また，曲げ降伏

の前後に拘りなく付着割裂破壊を生じた全資料60箇（aw・sσy／nxφ＞400の7箇を除く）について

の㈱式計算値との対比は図一16のようになって，平均値i．OO，変動係数12．8％である。この場合

の不合格率5％に対応する1耐力比（低減係数）は0．79で，低減係数を0．8とすれば不合格率は

5．9％，O．77とすれば3．6％となるctこれらの数値は，広沢式（平均値1，007，変動係数10．3％，

不合格率5％限界耐力比0．84＞よりは若干劣るが，遙かに簡明な点が優れており，変動の程度も

噸新耐力諸式に比べ必ずしも劣っていない。以．ヒより，（23）式は実用に供し得るものと考え，正負

繰返水平力を受ける柱の付着割裂lilけ力推算式として提案する。ただし，単調加力時については適

用外とする。

4．結 論

　　鉄筋コンクリート部材の勇断，付着割裂などの脆性破壊時の耐プコ推算式について，諸家の実

験資料を用いて既往の1渚式の適合性を検討し，梁および柱の単調加力，正負繰返加力時を対象に

実用式の評価をイ’］＝なった。柱の勇断初亀裂耐』力，繰返加力時の付着割裂耐力については新しい推



13 鉄筋コンクリート部材の脆性破壊li寺の耐力推算式の検討 27

算式を提案している。また、設計式としての各式の低滅係数を不合格率5％を目途として示した。

ただし，梁の繰返加力時の勢断初亀裂耐力，

いない。

柱の単調加力時の付着割裂醗力については取上げて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以一L）
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